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第1. 目的 

 従来、公の施設の管理については、公共団体等に限られていましたが、地方自治法の一部を

改正する法律（平成１５年法律第８１号）により、指定管理者制度が導入されました。これ

は、公の施設の管理について、民間の事業者が有するノウハウを活用することにより、住民サ

ービスの向上につなげようとするものです。 

 現在、豊明市児童発達支援センターの運営については業務委託にて実施していますが、２０

２７年３月３１日をもって委託期間が終了します。 

今回、豊明市児童発達支援センターの包括的な維持管理運営を行う指定管理者の候補者を選定

するために、指定管理者募集に関して必要な事項を本要項に定めました。 

 本センターは、発達の特性や支援の必要性があるこども一人ひとりの可能性を最大限に引き

出し、安心して成長できる環境を整え、障がいの有無にかかわらず、すべてのこどもたちが互

いを認め合いながら成長できる共生社会の実現を目指し、インクルーシブな支援を推進してい

る地域の中核的な支援拠点であり、専門性と継続性の高いサービスを提供し、地域に信頼され

る児童発達支援センターを目指しています。 

（根拠法令：地方自治法（昭和２２年法律６７号）第２４４条の２） 

 ３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認め

るときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指

定するものに、当該公の施設の管理を行わせることができる。
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第2. 募集の概要 

1 指定管理対象施設について 

施設名称：豊明市児童発達支援センター（事業所名称：豊明市児童発達支援センター「どんぐり」） 

ア 所在地 ：豊明市二村台１丁目２７番地（豊明市共生交流プラザ 北館１階） 
イ 開設年月：２０２２年４月１日 
ウ 規模：敷地面積 16,979 ㎡の一部 延床面積 934.94㎡ 
エ 構造：ＲＣ造（北館１階部分） 
オ 施設内容 

①屋内 
⚫ 指導訓練室（４室） 
⚫ 遊戯室（１室） 
⚫ 相談室（２室） 
⚫ ロッカー室（２室） 
⚫ 親子室（１室） 
⚫ 事務室（１室） 
⚫ 調理室（１室） 
⚫ 医務室（１室） 
⚫ 静養室（１室） 
⚫ その他（トイレ、倉庫等） 

              ②屋外 
⚫ 屋外遊技場等 
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2 指定期間 

 ２０２７年４月１日から２０３２年３月３１日 ５年間 

ただし、モニタリングにおいて維持管理運営が優良だと認められる場合は次回指定管理施設において、非公

募による延長（５年間）を行います。 

※指定期間内であっても地方自治法第２４４条の２、第１１項の規定により、指定管理者の指定を取り消

し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることがあります。 

3 運営日及び運営時間 

 施設の運営日及び利用時間は次のとおりです。また、（1）指定管理対象施設の休館（業）日は、開所日を

除く土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日及び 12 月 29 日か

ら翌年の１月３日とします。 

指定管理対象施設 

施設名称 運営時間 

豊明市 

児童発達 

支援 

センター 

事務室（相談受付対応） 午前 9 時 00 分から午後 5時 00 分まで 

児童発達支援事業 午前 9 時 30 分から午後 3時 30 分まで 

日中一時支援事業 
午前 8 時 00 分から午前 9時 30 分まで 

午後 3 時 30 分から午後 6時 00 分まで 

※運営時間は提案内容に応じて優先交渉権者と協議の上、変更できるものとします。 

4 豊明市指定管理者審査委員会の設置 

 指定管理者の候補者を選定するにあたり、豊明市指定管理者審査委員会（以下「審査委員会」という。）

を設置し、提案書類等の審査を行います。 

5 優先交渉権者等の決定 

 審査委員会による書類審査(第一次審査)と提案に対するプレゼンテーション審査（第二次審査）を行い、

市は優先交渉権者と次点の交渉権者を決定します。 

(１) 第一次審査 

⚫ ２０２６年９月上旬頃に申請書類により審査を行います。 
⚫ 応募者が４者を超えた場合は、最大４者に絞り込みます。 

(２) 第二次審査 

２０２６年９月下旬頃に第一次審査の通過者によるプレゼンテーションを行い、順位付けを行います。 

6 審査結果等の通知及び公表 

審査結果は、第一次審査及び第二次審査それぞれにおいて、対象者に速やかに通知します。また、第二次

審査の結果は、豊明市ホームページへの掲載によって公表します。 
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7 細目についての協議 

市は優先交渉権者と細目協議を行い、その協議が整った後に、当該優先交渉権者を指定管理者の候補者と

します。優先交渉権者と細目協議が整わない場合は、次点の交渉権者と細目協議を行います。 

8 協定の締結 

市は、議会の議決後に前項の候補者を指定管理者として決定し、施設管理に関して協定を締結します。 

9 指定管理者の公募及びスケジュール 

 指定管理業務開始までの想定スケジュールは次のとおりです。状況により前後する場合がありますので、

ご了承ください。 

項目 時期 

募集要項の公開 ２０２６年７月２２日（水） 

公募に関する質問受付期間 ２０２６年７月２２日（水）～７月３１日（金） 

公募に関する質問回答 ２０２６年８月１４日（金） 

申請書類の受付期間 ２０２６年８月１７日（月）～８月３１日（月） 

第一次審査 ２０２６年９月上旬 

第一次審査結果通知 ２０２６年９月上旬～中旬 

第二次審査 ２０２６年９月下旬 

選定結果の公表 ２０２６年１０月上旬 

債務負担行為及び指定管理者の指定 ２０２６年１２月 

基本協定締結 ２０２７年３月 

年度協定締結 ２０２７年４月 

指定管理業務開始 ２０２７年４月 
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第3. 提案する業務内容及び範囲等 

 指定管理者の業務として、次の業務を提案・実施してください。具体的な業務内容については、仕様書を

ご確認ください。なお、仕様書については、指定管理者の指定後、サービス・管理の水準が低下しないこと

を前提として、市又は指定管理者の発意に基づき、双方協議の上で内容を変更することができるものとしま

すが、仕様書の内容変更を確約するものではありません。 

業務内容 

(１) 児童発達支援事業（必須事業） 

(２) 保育所等訪問支援事業（必須事業） 

(３) 指定障害児相談支援及び指定計画相談支援（必須事業） 

(４) 基本相談支援事業（必須事業） 

(５) 親子療育教室（たんぽぽ教室、おひさま教室、５歳児健診事後フォロー教室）（必須事業） 

(６) 発達評価、保育園等巡回相談事業（必須事業） 

(７) 日中一時支援事業（必須事業） 

(８) ５歳児健診参画（必須事業） 

(９) 障害児支援の中核的役割（必須事業） 

(１０) センター管理運営事業（必須事業） 
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第4. 事業収支に関する事項 

1 指定管理料 

指定管理料は以下のとおりとします。 

(1)指定管理料＝(4)維持管理・運営費用+(5)受託事業経費+(6)自主事業経費 

－(2) 受託事業収入-（3）自主事業収入 

指定管理料の上限は、７０４，８６２千円（５年）です（金額は、消費税等を含む）。 

⚫ 収支計画の構造イメージ 

指定管理者収入 指定管理者支出 

指定管理料(1) 

受託事業収入(2) 

自主事業収入(3) 

維持管理・運営費(4) 

受託事業経費（5） 

自主事業経費(6) 

※１％を超える賃金水準の変動が見られた場合には、豊明市と指定管理者が協議の上、次年度の指定管

理料を増減します。（増減を約束するものではありません。） 

※指定管理料の算定については、現行の消費税率１０％を適用してください。なお、消費税率等の改正 

があった場合は、協議の上指定管理料に反映するものとします。 

  ※金額については、豊明市議会における指定管理者指定の議決以降で、市と締結する基本協定で確定し

ます。 

2 施設運営収入 

  本事業では、指定管理者は利用者が支払う利用料金、各事業に係る利用者負担額、給食費及び製作材料

費を、自らの収入とすることができます。利用料金は、市が条例で定める額を上限として、指定管理者が

市の承認を得て定めることができます。 

なお、２０２６年度中に収納した利用料金のうち、２０２７年度の利用分については、指定管理者の収

入とします。また、２０３１年度に収入する２０３２年度の利用分については、２０３２年度に新たに指

定管理を引き継ぐ者の収入とします。なお、引き継ぐ者がない場合は、豊明市の収入とします。 

3 市からの受託事業及び自主事業に関する収入 

指定管理者が、市から受託し実施する事業及び自らの提案により実施する事業に伴う収入 

ア 市からの受託事業における各事業に係る利用者負担額 

イ 自主事業教室及び講座等の事業収入 

ウ その他の収入（給食費、製作材料費等）
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4 維持管理・運営費用 

  指定管理者が行わなければならない維持管理・運営業務に伴う、指定管理者の人件費、施設の修繕料、

指定管理者が整備しなければならない備品購入費、清掃業務を外部委託した場合の委託料及びその他経費

等が含まれます。 

5 受託事業に係る費用 

市の受託事業として行わなければならない事業に係る費用が含まれます。受託事業費は年度協定により

金額を定めます。 

6 自主事業に係る費用 

施設の効果的活用や利用者の利便性の向上を図るため、指定管理者の責任と費用負担による事業（自主

事業）を行うことができます。ただし、事業計画に基づき豊明市と協議のうえ実施します。 

7 経費の支払い 

  指定管理料は、応募者から提案いただいた額を基本とし、毎年度（４月１日から翌年３月３１日まで）

業務が開始するまでに、市と指定管理者で事業条件等を協議の上、支払い時期や方法を協定にて定めま

す。 
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第5. 指定管理者の公募に関する事項 

1 質問の受付及び回答 

 募集要項等の内容に関する質問書(様式１３)により、質問を受け付けます。 

（1） 受付締切：２０２６年７月２２日（水）～２０２６年７月３１日（金）午後５時まで 

（2） 提出場所：豊明市役所 子育て支援課 

（3） 提出方法：質問書は、電子メール（koshien@city.toyoake.lg.jp）による送付とします。 

（4） 質問回答：全ての質問による回答は、豊明市ホームページにて公表します。 

2 申請書類の提出 

  申請書類を以下のとおり受け付けます。 

（1） 受付期間：２０２６年８月１７日（月）～２０２６年８月３１日（月）までの土日、祝日を除く 

午前９時から午後５時まで 

（2） 提出場所：豊明市役所 子育て支援課 

（3） 提出方法：必要書類等を上記に定める提出場所に提出してください。郵送やＦＡＸ等による提出は   

受理できません。要求した内容以外の書類についても受理しません。 

3 第一次審査結果の通知 

応募者が指定した連絡担当者に電子メールにて連絡します。なお、複数の団体による共同事業体（以

下、「共同事業体」という。）により応募した場合は、共同事業体の代表団体あてに連絡します。 

4 第二次審査 

第一次審査の通過者による、プレゼンテーション（提出書類に基づくプレゼンテーション及び質疑応答

等）を行い、順位付けを行います。プレゼンテーションは口頭のみ１５分、質疑応答は２５分の予定で

す。なお、第二次審査は、９月下旬頃に行う予定ですが、時間場所等については、第一次審査結果の通知

と併せてお知らせします。 

5 第二次審査結果の通知 

審査結果は、第一次審査結果通過者に対して通知します。また、審査の結果は、豊明市ホームページへ

の掲載等により公表します。 
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6 指定管理者の指定 

市は、優先交渉権者と細目協議を行い、その協議が整った後に、議会の議決を経て、指定管理者として

正式に指定をします（２０２６年１２月定例月議会に上程予定）。 

7 指定管理者との協定締結 

市は、指定管理者と施設管理に関して協定を締結します。



10 

 

第6. 応募に関する事項 

1 応募資格 

法人その他の団体で次の事項を全て満たしていること（個人での応募はできません。）。 

(１) 破産者で復権を得ない者でないこと。 
(２) 豊明市から指名停止処分を受けていないこと。 
(３) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していないこと。 
(４) 最近１年間、市町村民税、固定資産税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 
(５) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続き開始の申立をしていないこと。 
(６) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立てをしていないこと。 
(７) 本施設を、指定期間に亘り安定的に管理することの可能な、ノウハウ、実施体制、経営基盤等が確

保されていること。 
(８) 審査委員会委員が経営または、運営に直接関与していないこと。 
(９) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定す

る暴力団及びその利益となる活動を行う者または団体でないこと。 
(１０) 類似施設の運営実績があること。 
(１１) 豊明市または他の地方公共団体から地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者

の指定取り消しを受け、その取り消しから２年を経過しない者でないこと。また同法第９２条の
２、第１４２条（同条を準用する場合を含む。）または第１８０条の５第６項の規定に抵触しない
者であること。 

2 応募者の形態 

社会福祉法人若しくは、特定非営利活動法人、その他の法人であって、本指定管理における必須事業を実

施するうえで必要な指定を受けることができること。個人での応募は認めません。 

また、共同事業体の形態をとる場合には、必ず代表者企業・団体を明記することとし、協定の締結に当た

っては、共同事業体の構成員全てを協定当事者とします。選定後の協議は、代表法人、団体を中心に行いま

すが、協定に関する責任は共同事業体の構成員全てが負うこととなります。
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3 申請書類 

提出部数は、正本１部、副本１４部とします。（詳細は、様式集の提出書類一覧表を参照のこと。）提出

書類は、原則として日本産業規格Ａ４版とし、ファイル等に綴じて提出してください。 

(１) 指定管理者指定申請書（様式１） 

共同事業体の場合は、共同事業体協定書兼委任状（様式４）を提出してください。 

(２) 事業者に関する書類 

ア 団体の概要（様式２、様式３） 
イ 宣誓書（様式５） 
ウ 定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類 
エ 申請書を提出する日の属する事業年度の事業計画書または、これに類する書類 
オ 過去２か年の事業報告書 
カ 登記事項証明書 
キ 過去３か年の 

(ア) 法人税、消費税、地方消費税及び法人市町村民税の納税証明書 
a 納税証明書（その１） 
b.納税証明書（その３の３） 
c.法人市町村民税に係る納税証明書 

(イ) 貸借対照表 
(ウ) 損益計算書（販売費及び一般管理費の明細をつけてください。） 
※１：指定申請の日の属する事業年度に設立された法人にあっては、設立時における財産 

目録を添付すること。 
※２：共同事業体設立予定の場合には、構成者全てについて、上記（ア）～（カ）の 

書類を添付すること。 
※：上記、オ、カ、キの書類の事業報告書、納税証明書、貸借対照表、損益計算書、収支決算

書について、団体設立後間もない場合や、申告義務が発生していない場合などにより書類
を提出できない場合は、その書類については、提出を不要とする。 

(３) 提案書他（様式６～１３） 

ア 施設管理に関する基本的な考え、事業計画、管理運営体制、事業収支計画等を記載してく
ださい。 

イ 提案書はパソコン等で作成し、Ａ４横書きの両面印刷とします。
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4 留意事項 

(１) 接触の禁止 

審査委員会委員、本市職員その他本件関係者に対して、本件提案についての接触を禁じます。接

触の事実が認められた場合には、失格となることがあります。 

(２) 共同事業体の構成団体の変更 

共同事業体で応募する場合、構成員の変更は認めません。ただし、構成員の倒産、解散等の特殊

な事情が認められ、審査の公平性及び業務遂行上の支障がないと市が判断した場合には、変更を可

能とすることもあります。その際には、変更の旨を子育て支援課まで連絡してください。 

(３) 応募の辞退 

構成員の倒産、解散等の事情により、応募を辞退することが明白となった場合には、辞退届（様

式１４）を提出してください。 

(４) 提案内容変更の禁止 

提出された書類の内容を変更することはできません。 

(５) 虚偽の記載をした場合の無効 

審査書類に虚偽の記載があった場合には、無効とします。 

(６) 審査書類の取扱い 

審査書類は、理由の如何を問わず返却しません。また審査書類は、「豊明市情報公開条例（平成

１３年豊明市条例第２９号）」の対象となります。 

(７) 費用負担 

応募に関して必要となる費用は、応募者の負担となります。 

第7. 審査及び選定に関する事項 

1 審査方法 

指定管理者の候補者は、外部有識者、市職員、その他市長が認めた者からなる審査委員会に意見を聴き、

それを参考として総合的に審査し、最も適当と認める団体を選定します。 

2 審査委員会の役割 

応募者から提出された審査書類について検討し、第一次審査通過団体を決定します。第二次審査におい

て、第一次審査通過団体の順位付けを行います。 

3 第一次審査 

(１) 書類不備や参加資格等についての確認 

(２) 提出のあった提案書類による審査を行い、４者に絞り込みを行います。 

(３) 審査結果において、基準点（150 点）を満たした場合のみ第一次審査を通過できるものとします。 
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4 第二次審査 

(１) 提出書類に基づくプレゼンテーション（口頭のみ１５分間の予定） 

(２) 質疑応答（２５分間の予定） 

入室は４名以内とし、第一次審査の結果とプレゼンテーション結果を基に順位付けを行います。 

5 審査基準 

 指定管理者の候補者選定については、次の審査基準において行う。 

豊明市児童発達支援センター指定管理者審査基準表 

Ａ.施設の管理運営のための基本方針 

  審査基準 審査項目 審査内容 配点比率 審査書類 

1 
管理運営に関する

基本的な考え方 
管理運営に対する基本方針 

施設運営のための運営方針はそれぞれの設置目的に

寄与するものであるか。 
5 様式 6 

2 管理運営の実績 
管理運営の実績及びノウハ

ウ 

類似施設の指定管理実績の有無、管理運営のノウハ

ウ、資格、能力があるか。 
40 様式 10 

Ｂ.利用者の平等な利用に関する考え方 

  審査基準 審査項目 審査内容 配点比率 審査書類 

3 

利用者の平等な利

用が確保できるも

のであること 

平等な利用の確保 
利用者の平等な利用に関する具体的な提案が示され

ているか。 
5 様式 6 

Ｃ.サービス向上及び施設の利用促進に関する考え方 

  審査基準 審査項目 審査内容 配点比率 審査書類 

4 
サービス向上につ

いての考え方 

利用者のニーズの把握とフ

ィードバックの考え方 

利用者の意見の把握方法、また反映方法は効果的・

明確か、苦情への対応は適切か。 
10 

様式 7 
サービスの質の向上を図る

ための具体的な提案 
サービス向上のための取り組み内容は適切か。 

5 
市民の利用促進に

ついての考え方 

市民の利用促進に関する提

案 

利用者増に向けた取組み内容は適切か、実現可能な

取組みが示されているか。 
5 
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Ｄ．事業計画に関する考え方    

  審査基準 審査項目 審査内容 配点比率 審査書類 

6 
運営にあたっての

考え方 

事業運営方針・理念 

（各事業における支援の基

本的な考え方や理念につい

て、事業者の特色を踏ま

え、事業者の特色を生かし

た事業実施提案となってい

るか） 

①児童発達支援事業 

50 様式 7 

②保育所等訪問支援事業 

③指定障害児相談支援及び指定計画相談支援 

④基本相談支援事業 

⑤親子療育教室（たんぽぽ教室、おひさま教室、５歳

児健診事後フォロー教室） 

⑥発達評価、保育園等巡回相談事業 

⑦日中一時支援事業 

⑧５歳児健診参画 

⑨障害児支援の中核的役割 

⑩センター管理運営事業 

事業運営に向けた人員配置

は適切か 

適切な人員配置、労働条件か、資格等は要件を満たす

か、指揮命令系統が明確か。 
15 様式 10 

7 運営内容 

給食提供（方法、栄養管理

及び衛生管理等）について 

給食提供は障がいやこどもの栄養に配慮したものを

適切に提供できるか。衛生管理体制はどうか。 
10 

様式 7 
地域住民及び関係機関との

連携について 

市内の障がい児の健全な発達において中核的な役割

を担える内容か。 
5 

Ｅ．施設の運営及び維持管理に関する考え方   

  審査基準 審査項目 審査内容 配点比率 審査書類 

8 
施設の維持管理に

ついて 

施設特有の設備、備品等の

管理内容及び方法 

適切な管理方法か、安全と機能が十分保たれるもの

か。 10 様式 8 

清掃、保守等の計画 適切に計画されているか。 

9 
施設の管理体制に

ついて 

事故防止、防犯、防災に対

する取組み及び緊急時にお

ける対応 

利用者の安全対策は十分か、市や関係機関との連絡

体制が明確であり、迅速な対応が可能な体制構築を

行っているか。 10 

様式 10 医療機関との連携や通所児童の健康観察、緊急時の

対応についてあらかじめ考えているか。 

職員(社員)の資質向上のた

めの取り組み 
職員の業務に必要な研修計画が立てられているか。 5 

個人情報の適切な管理 
個人情報について適切な管理体制が構築されている

か。 
5 様式 11 

10 
管理運営経費につ

いて 

提案金額  得点＝
応募者の中の最低提案金額

該当応募者の提案金額
×配点 50 

様式 9 収支計画 積算は適切か、事業計画との整合性があるか。 

10 
経費節減の取り組み 

事業者のノウハウや施設、設備等の特徴を生かした

効果的な維持管理、経費節減につながる具体的な提

案か。 
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Ｆ．運営組織について    

  審査基準 審査項目 審査内容 配点比率 審査書類 

11 運営組織について 

組織の運営状況 団体の経営状況は健全か。 

10 
収支決算書

等 管理施設をサポートする体

制 
該当施設の管理運営をサポートする体制があるか。 

12 その他 特に評価する事項 
市内の障がい児福祉を向上する、付加価値として評

価できる提案があったか。 
5 様式 12 

合計点 250 

第8. その他 

問合せ先 

豊明市健康福祉部子育て支援課（市役所新館２階） 

〒４７０－１１９５ 

住 所 豊明市新田町子持松１番地１ 

電 話 （０５６２）９１－０００８（直通） 

ＦＡＸ （０５６２）９２－１１４１ 

E-mail koshien@city.toyoake.lg.jp 
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